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1
わかりやすいWEBサイトの新設
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⚫ALPS処理水について、科学的根拠に基づいた情報をわかりやすくまとめたWEBサイトを
昨年12月1日に新設。（英語版は今年1月末に公開）

⚫「みんなで知ろう。考えよう。ALPS処理水のこと」という共通のメッセージと共に、テレビCMやWEB広告、
新聞広告等を通じて全国に情報発信し、興味を持っていただいた方に訪問いただくことを想定。

こちらからご覧いただけます：https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hairo_osensui/shirou_alps.html

新設WEBサイト みんなで知ろう。考えよう。ALPS処理水のこと（知ってほしい５つのこと）

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/hairo_osensui/shirou_alps.html


⚫ 全国の地上波放送局※において、12月13日から２週間程度テレビCMを放送。

⚫ また、屋外広告、電車内ビジョン、駅構内サイネージにおいて、12月19日頃から１週間程度広告
を都心部を中心に全国で実施。

テレビCM、屋外広告、電車内ビジョン、駅構内サイネージ（以下はテレビCMの実写篇）

テレビCM、屋外・交通広告
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こちらからご覧いただけます：https://www.youtube.com/watch?v=3Xk8Kjfxx84

※一部の放送局では未実施

https://www.youtube.com/watch?v=3Xk8Kjfxx84


WEB広告（動画、バナー）
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⚫ YouTubeにおいて、動画広告（経済産業大臣篇、実写篇、アニメーション篇）を展開。
各動画について英語字幕版も作成し公開。（合計300万回以上再生（3月31日時点））。

⚫ また、Yahoo!JAPANのトップページにバナー広告を掲載。

YouTubeにおける動画広告（上：経済産業大臣篇、下：アニメーション篇）

こちらからご覧いただけます：
https://www.youtube.com/
watch?v=lIM123YNZ9A

こちらからご覧いただけます：
https://www.youtube.com/
watch?v=SkALutW1Rh4

Yahoo!JAPAN バナー広告

https://www.youtube.com/watch?v=lIM123YNZ9A
https://www.youtube.com/watch?v=SkALutW1Rh4


4
新聞広告
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⚫ 全国紙、各県紙・ブロック紙において、12月13日と3月第2週の朝刊に新聞広告を掲載。

⚫ また、地元紙（福島民報、福島民友、河北新報、岩手日報、茨城新聞）において、12月第2週に
新聞広告を掲載。（地元紙については定期的に広告掲載を実施。）

全国紙、各県紙・ブロック紙広告 地元紙広告

※画像は掲載した広告をリサイズしたもの
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⚫ ALPS処理水について、よく質問いただく事項をそれぞれシェアしやすい１枚の画像にまとめたコンテ

ンツを作成。特設WEBサイトに掲載しつつ、経済産業省のツイッターアカウントでも発信。

SNS等でシェアしやすいコンテンツ
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シェアしやすい画像コンテンツ
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オレンジページ2023年４月２日号への広告掲載内容ESSE2023年４月号への広告掲載内容

生活情報誌への記事広告掲載

⚫ 生活情報誌において、福島の水産物の魅力とALPS処理水の安全性を伝える記事広告を掲載。

⚫ 各誌のオンラインサイトにおいても記事広告を掲載。
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⚫ 世界にも前例の無い東京電力福島第一原子力発電所の30～40年にわたる廃炉作業、また本年
から長期にわたり予定されているALPS処理水の処分について、将来を担う若い世代が知り、考える
機会にするべく、全国の高校を対象に出前授業を実施。

⚫ また、兵庫県立明石南高等学校及び岡山県立東岡山工業高等学校などでは、学校のHPにおい
ても出前授業を実施した旨掲載頂いた。

若年層に向けた情報発信（出前授業）
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▲R5.2.8 川越工業高校 ▲R5.2.8 武蔵越生高校

▲R5.2.9 西脇工業高校
▲明石南高校HP▲R5.2.13 松江農林高校
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⚫ 漁業者を始めとする地元住民等に対して、基本方針の決定の背景や検討の経緯、風評対策につい
て説明すべく、説明会を実施。その上で、直接の対話を充実させるため、車座での意見交換を順次実
施。

⚫ 2022年10月30日、2023年2月25日には、西村経済産業大臣が、若手漁業者や水産流通加工
業者（計５名）との車座での対話を実施。対話の中では、福島県沖で獲れる魚のブランド化に向
けた取組支援や水揚げした魚が適正価格で販売されること等についてのご意見・ご要望を頂いた。

車座での意見交換の様子（左は昨年10月、右は今年2月25日に行われたもの）

8
漁業者を始めとする地元住民等との車座での意見交換
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「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」の概要

⚫ 2022年12月20日に、西村経産大臣が「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」の立
上げを発表。太田経産副大臣から経団連（久保田副会長）に対し、会員企業への参加
要請等の協力も要請。現在、約1000者が参加。

⚫ネットワーク参加企業等の社食等における「三陸・常磐もの」の導入や、お弁当の購入等を
推進することで、ALPS処理水に関する風評を抑制・払拭する。

▼ネットワークのイメージ ▼西村経産大臣からの発表（2022/12/20）

▼太田経産副大臣と経団連（久保田副会長）の面談
（2022/12/21）
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三陸・常磐地域の県

PR・広報活動ECサイト

弁当 キッチンカー

メニュー利用

漁業者等地元の供給事業者
（漁協、加工組合 等）

参加民間企業・団体、政府関係機関、消費自治体等

アンテナショップ、
地元産品ECサイト

企業内マルシェ

社食
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⚫ 三陸・常磐ものネットワークの取組の一つとして、2023年2月23日から3月24日を「三陸・常磐
ウィークス」と称し、「三陸・常磐もの」の消費拡大を実施した。

⚫ 「三陸・常磐ウィークス」期間中、イベントの実施や、ネットワーク参加企業等における社食・お弁
当の購入等を通じ、約15万食の「三陸・常磐もの」が提供され、全国各地で美味しく頂いた。

イベント 社食、弁当、キッチンカー等

⚫ 「魅力発見！三陸・常磐ものネットワーク」の協賛により「SAKANA 
&JAPAN FESTIVAL2023」を開催（「発見！ふくしまお魚まつ
り」も同時）

⚫ ネットワーク参加企業等の職員含め、多くの消費者の方に、
「三陸・常磐もの」を味わって頂いた。

（開催したイベント）
・代々木公園（東京） 2月23日（木・祝）～2月26日（日）
・万博記念公園（大阪）3月17日（金）～21日（火・祝日）

⚫ 「三陸・常磐ウィークス」において、ネットワーク参加企業
等での社食、弁当、キッチンカー等を通じて「三陸・常磐
もの」を提供した。

⚫ 事務局のサポートの下で、企業等の従業員による「三陸・
常磐もの」の積極的な消費を後押しした。

◆三陸・常磐ウィークスの様子

▲社食で三陸・常磐ものを導入した企業の例

▲各省庁等における三陸・常磐もののお弁当の注文

「三陸・常磐ウィークス」について
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三陸・常磐産品の魅力発信

⚫ 三陸常磐エリアの豊潤な海の幸を多くの方に知っていただき、味わっていただくための施策として「ごひい
き！三陸常磐キャンペーン」を2022年10月1日より実施。

⚫ キャンペーン第１弾はよみうりランド、第２弾は「ふるさと祭り東京2023」＠東京ドーム、第３弾はオープ
ン戦＠東京ドームにおいて、三陸常磐もののPRを実施。
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ふるさと祭り東京2023 オープン戦



⚫ ＡＬＰＳ処理水の処分による新たな風評影響に対する事業者の方々等の懸念を少しでも払拭するた
めには、放出開始後も、開始前と変わらずに産品の取引が継続される環境を整備することが重要。

⚫ 流通関係の方々が取引を行う上で必要な対策について御意見・御要望を伺い、施策に反映していくた
めに、継続的な意見交換の場として、小売関係の業界団体（※）と経済産業省の担当部局によるＡ
ＬＰＳ処理水の処分に係る風評対策・流通対策連絡会を設置。連絡会の下には、実務レベルでの
議論の場として、ワーキンググループも設置。

（※）全国スーパーマーケット協会、日本スーパーマーケット協会、日本チェーンストア協会、日本ボランタリーチェーン
協会、オール日本スーパーマーケット協会

ＡＬＰＳ処理水の処分に係る風評対策・流通対策連絡会及び同WGの設置

12月に開催した連絡会の様子
12



諸外国・地域の食品等の輸入規制の状況（2022年12月時点）

規制措置の内容／国・地域数

事故後に
輸入規制
を措置

規制措置を撤廃した国・地域 4３

輸入規制を継続
して措置

一部又は全ての都道府県を対象に

検査証明書等を要求

（ＥＵ、EFTA（アイスランド、ノルウェー、

スイス、リヒテンシュタイン）、仏領ポリネシア、

ロシア）

７

55 1２ 一部の都県等を対象に輸入停止
（中国、台湾、香港、韓国、マカオ）

5

⚫ 会談や国際会議等様々な外交機会を活用して、輸入規制撤廃に向けた働きかけを実施。

⚫ 「行動計画」を公表以降、2022年には、2月に台湾が輸入規制を緩和し、6月に英国、7月にイン
ドネシアが輸入規制を撤廃。引き続き、各国・地域への働きかけを実施。

輸入規制撤廃に向けた各国・地域への働きかけ

＜最近の規制撤廃・緩和の例＞
2022年 7月 インドネシア（規制撤廃）

6月 英国（規制撤廃）
2月 台湾（輸入停止の対象品目の大幅縮小等）

2021年 10月 EU（検査証明書等の対象品目縮小等）
9月 米国（規制撤廃）
5月 シンガポール（規制撤廃）

2021年 3月 仏領ポリネシア（検査証明書等の対象品目縮小等）
1月 イスラエル（規制撤廃）
1月 香港（一部ロット検査の廃止等）

2020年 レバノン、UAE、エジプト、モロッコ、フィリピン（規制撤廃）
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風評払拭に向けた取組①（3.11周辺の情報発信）

「風評タスクフォース（持続可能な復興広報に関する検討会議）」の議論を踏まえた取組として、①行政に
よる発信に閉じない民間主体の柔軟な発信の後方支援、②「質」の重視、③持続的な自走に繋がる取
組を意識した発信を実施。
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「タクラムプロジェクトふくしま」

（多角的な挑戦の発信）

HP： https://lab.org/consortium/taku-fuku-project

「ただ いま ふくしま」 「東京クリエイティブサロン2023」

＜発信企画例＞

（復興のイメージアップデート）

（フリー素材による日常風景の発信） （復興取組を発信するインスタレーション）

HP： https://tadaima-fukushima.jp/

▲原宿 ラフォーレ▼渋谷駅

動画：https://youtube.com/shorts/QidWtlkCNYY

https://youtube.com/shorts/QidWtlkCNYY
https://lab.org/consortium/taku-fuku-project
https://youtube.com/shorts/QidWtlkCNYY
https://tadaima-fukushima.jp/
https://youtube.com/shorts/QidWtlkCNYY

